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１ ２０１７年（平成２９年）４⽉１９⽇，司法修習⽣に対して，⽉額１３万  

５０００円，住居が必要となる者にはさらに⽉額３万５０００円を⽀給する
修習給付⾦制度を創設する裁判所法改正がなされた。 

本改正による修習給付⾦制度の創設は，司法修習⽣に対してあるべき経済的
⽀援策の回復に向けての⼤きな前進として評価できる。 

とはいうものの，同制度によって⽀払われる修習給付⾦は，給費制が廃⽌さ
れる２０１０年（平成２２年）度までの司法修習⽣への⽀給額を⼤きく下回っ
ており，その⾦額が安⼼して修習に専念するために⼗分かどうか問題があるこ
とから，今後も継続的な調査・検討が必要である。 

２ また，今回の裁判所法改正においては，同改正法の遡及適⽤が⾒送られた。 
その結果，給費制が廃⽌されていた２０１１年（平成２３年）度から    

２０１６年（平成２８年）度までの６年間に，無給のもと，同じ修習専念義務
を負って同じ内容の修習を遂⾏した新６５期から７０期の司法修習修了者（以
下「⾕間世代」という）の経済的負担が，旧６５期以前及び７１期以降の修習
修了者に⽐して著しく重くなるという不公平・不平等な事態が発⽣した。 

この⾕間世代にあたる法曹の⼈数は約１万１０００⼈に達し，全法曹（約４
万３０００⼈）の約４分の１を占め，看過できない事態となっている。 

３ そもそも，司法は，三権の⼀翼として，法の⽀配を実現し国⺠の権利を守
るとともに，「憲法の番⼈」として⽴法，⾏政を監督すべき責務がある。裁判
官，検察官及び弁護⼠は，司法作⽤を司り⼜はこれに携わる者として法曹と
称されるところ，法曹はこの司法の担い⼿として公共的使命を負っている。 

そこで，国は，⾼度な技術と倫理観が備わった法曹を国の責任で養成するた
めに，現⾏の司法修習制度を，１９４８年（昭和２３年），⽇本国憲法施⾏と
同時に発⾜させ運営してきた。この制度の中で，司法修習⽣は，修習専念義務
（兼職の禁⽌），守秘義務等の職務上の義務を負いながら，裁判官・検察官・
弁護⼠になる法律家の卵として，将来の進路にかかわらず，全ての分野の法曹
実務を現場で実習し，法曹三者全ての倫理と技術を習得してきた。このように，
司法修習制度が，修習専念義務を課したうえで国の責任で法曹を養成する制度
である以上，国が，司法修習⽣に対し，修習に専念できるに⾜る⽣活保障を⾏



うのは当然である。 
そして，司法制度の最終的な受益者は，その利⽤者たる国⺠であるから，国

には司法制度を担う⼈的インフラである法曹について，公費をもって養成する
責務がある。現⾏の司法修習制度発⾜当初から，司法修習⽣に対し国費から給
費を⽀給してきたのは，その責務を全うするためであった。司法修習費⽤給費
制は，２０１１年（平成２３年）に，司法修習⽣の⼤幅な増加，司法制度改⾰
を実現するための財政負担等の理由によりいったん廃⽌されたが，この責務は，
「国家財政の効率的な分配」の名のもとに放擲してよいものではなく，今般上
述のとおり修習給付⾦制度が創設されたことも国の責務に照らし当然の措置
であった。 

４ さらに，給費制の廃⽌により，⾕間世代の司法修習⽣には，修習資⾦の貸
与を受けた者も少なくなく，多額の負担を負った状態で法曹となっている。
このようにして⾕間世代が負わされた経済的負担は，⾕間世代の法曹として
の活動に対する制約要因となりかねない。⾕間世代が，それぞれの⽣活基盤
を整えて能⼒・意欲と技術・⼯夫をいかんなく発揮し，より幅広い分野で国
⺠の権利擁護のために活躍する環境を整備するためには，貸与⾦の返還とい
う経済的負担から解放することが必要不可⽋である。 

５ 以上の次第であるので，当会は，法務省，最⾼裁判所，国会に対して，⾕
間世代の経済的負担が旧６５期以前及び７１期以降の修習修了者に⽐して著
しく重くなったままであるという不公平・不平等な事態が発⽣していること
について，⼀律給付等の⽅法によりこれを是正する措置を講じることを求め
る。 

なお，これとあわせて，本年７⽉２５⽇（新６５期司法修習修了者の貸与⾦
返還開始時期）までに上記の措置が講じられない場合には，上記是正措置が講
じられるまでの間，貸与⾦の返還期限を⼀律猶予する措置を講ずることを求め
る。 
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